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1は じ め に
繊維産業は英国はじめ通常各国の産業化の出発点であった。日本も例外では
なかった。明治政府が樹立され,富 国強兵,殖産興業をスローガンにして国内
の産業化を推進 して行った。明治時代末期までに鉄鋼,造 船,石 炭,鉱 業,繊






て行った.そ の後,種 々な歴史的変遷を経て第二次世界大戦が勃発 し1945年8
月15日の終戦を迎えるに.至る。第二次世界大戦により輸出アパ レル産業き含め





発展 したか,第 二に戦後,日 本の急速な輸出増加において,ア パレルメ.一カー
の果た した役割は何であったかを解明することにある.こ の論文の目的は,
日本 ア パ レ ル産 業 に お け る輸 出 マ ー ケ テ ィ ング(1)(369)31
マーケティ ングの観点か らアパ レルメーカーの輸出発展の各段 階における中ふ
アパレルメー カーの特徴 と各々相違す る特徴 について分析 す ることであ る。
分析 に は,(1)「製 品」(product),「価 格」(price),「販 売 促 進」.(promo-
tion),「販売経路」.(channel)の,メー カーが管理可能で ある4つ の要素か ら
な るマ}ケ テ ィ.ング ・ミ.ックスとを解明 し,そ れ との関係で,② 管理不可能な
「消費者,競 争業者,社 会,科 学技 術,自 然,政 府」 の外部 環境 の諸要 因が
マーケテ ィング活動 にどの ように影響 を与 え,推 移,進 化あ るいは.発展 させて
い ったか を考察 してい く。
11戦後のアパレル産業と輸出の開始
く1}.終戦直後のアパレル産業
第二次世界大 戦に よ り日本経済 は完 全に荒廃 した。空爆 によ って20億3,300
万 ヤー ドの製品 を喪失 したばか りで な く,工 場その他19億1千 万円の戦損 を受
けた。繊 維製品の喪失 は,日 本の平時年間消費量の53%に相 当す る。戦災衣料
品 は20億点,こ れ は国 内衣料半数が灰尽 に帰 した ことになる。(日本繊維新 聞,
昭和21年1月8日 付 よ り)."
第二次世界大戦が終わ った1945年(昭和20年)8月15日か ら,連 合軍の管理
.下で 日本貿易が再 開の準備が開始された。終戦後 わずか10日に して商工.省が復
..活 し,日 本経済 の再建,産 業の復興にの りだ したが,早 急 な経済の立ち直 りは
到底望 むべ くもな く,ま して輸出の再開など全 く思い もよら濾 ことであ った。
その後米 国 と社会.主義国 との対 立が勃発 し,米 国 は日本 を資本主義陣営 の経済
基地 にす る目的で,.日本貿易の発展 政策 を進 めて行 った。当初は,ポ ツダム宣
言 の方針 に沿 って,占 領下の貿 易管理権 は,全 面的,直 接 的にGHQ(連 合軍
総 司令部)の 支 配下で,い かな る商品 の輸出入 も許可制で 行なわれ る ことに
なった。 この事態に対応 して,1945年(昭和20年)11月,貿易庁が 設置 された
が,国 内 にお ける取引に限定 されてお り,海 外の取引事務 は,す べ てGIIQの
制約下おかれた.。
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当時,...日本の経済状態 は混乱 していた し,国 内市場 は食料や衣服の ような生
r活 必需 品は
,供 給不足の厳 しい状 態であ った、 アパ レル メーカーの中で機械 設
備 のアパ レルメーカーの中には,使 用で きる機械設備で簡単 な衣服 を作 りは じ
めた。メーカーへ の原糸や生地の供給源の一・つは,旧 軍 隊の倉庫か ら闇市(ブ
の
ラ ックマーケ ッ ト)で あった。生産 された アパ レル製品は,価 格が高 くて も右
か ら左に飛ぶよ うに販売で き,こ の違法企業は相当の利益 を上 げた。
1947年(昭和22年=1月12月)8月 以降,一 定条件の下 に外 国商社 の.入国許
可が許可され,日 本の業者 と価格 について交渉が認め られた。ただ し取引成立
に政府の許可を必要 とし,か つ,GHQの 確認 を要 し.た』.しか し,民 間貿易が
再開 されて も,前 述 したよ うに物資 の不足,戦 前の主要市場の喪失 な.どで,ア
パ レル製品の輸出制約 は極 めて微. た々 る もので あった(第1表)。 政府が綿糸
を輸 入 して紡績会社 に分配 した ときに,徐 々に改善 されてい った。その当時,
輸 出 アパ レル メニ カー が海外市場 の情 報 を得 るた めの正式 な情報 ソー スが な
か った。米 国市場が売れ るタイ.プの生産物 に関する情報 は,.日本 に居住す る米
国人あるいは 日本 を訪ね るバ イヤーか ら得た。
第1表1947年.1948年(昭 和22年 ・23年一1月 一12月)輸 出統 計
1947年 1948年
製 品 名 数 量 金 額 数 量 金 額
ワ イ シ ャ ツ(綿製) 695〔KG) 278,822円 8,340(KG>110383,616円
.〃(化 繊) 一 　 2,112(ク) 4.299.607円
パ ンカ チ ー フ(綿製) 21.934(打) 898,151円193,419(打)27,891.5】9円
〃(麻) 　 一 500(ク 〉 647,962円
〃(絹) 一 } 5,638(〃) 71072.488円
〃(化 繊) 2,68ユ(〃) 136,072円 2,922(KG)3,223,807円






翌年 に入 って も,制 限付 きで再 開され た民 間貿 易は,依 然,政 府対 政府貿
..易 が大部分 を占め,さ ほ どの伸 張 をみ るに至 らなか った。.このため,貿 易の
有 料業者へ の資材優 先,国 民生活水準 の切 り下 げによ る飢餓輸 出,企 業 合理
化 によ るコス ト引 き下げ,貿 易協定 の拡大 な どの貿易振興策が打 ち出 され た。
そみ結 果,下 半期 に商況 が活発 にな り,貿 易量 も政府3,民 間7の 割合 にな
り,民 間貿易の輸 出に占め るシェアは大幅 に伸 びた。1948年(昭和23年)度.
.の デパ レル製品の契約高 は約1,400万ドルに達 した(第1表)。
この よ うに民 間貿易が漸増 す るにつれ,民 間ベー スの輸 出商 談の実施,輸
出契約 の締 結,信 用状 および為替手形の処理,船 積 の実施 そ の他 輸出貿易
に関す る一切 の手続 きを地方 で もで きるよ う,貿 易 お よび輸 出品生 産 に関ず
る行政機構 の地方分散 を図 る必要が生 じた。
1948年(昭和23年)7月 貿易 庁通達】♪に もとづ き,従 来,臨 時 下部機構 で
あ った繊維品 に販売委 員会 を もうけ,民 間貿易の促進 に努力 した。同年8月,
バ ー ター制度 よ る民 間輸 出契 約 も許可 され るよ うに な り,輸 出手 続 きの 簡素
化 もあ り,よ うや く明るい見通 しが もたれ るようにな った。
日本 の貿 易収 支 は,年 々赤 字が大 き くな6て いった けれ ども,こ の年度 の
アパ レル製品の輸出実績 は約5,553万円で前 年度の147万円 に比べ約38倍もの
飛躍的な伸張を記録 した。特に,綿 シャツでは1ド ル420円,ハンカチーフで
は1ド ル360円の暫定複数 レー トが採用 された ので,綿 シャツの輸出 目立 った
伸 びをみせ た(第1表)。
1949年(昭和24年)4月 日本 経済の安定 方法策 と して,GHQは 日.本政府
に対 して.単一為替 レー ト,1ド ル=360円の一本 建にす る ことを指令 し,同 月
25日に実施 した。 しか し,従 来420円の暫定 レー トのシ ャツ等 は,輸 出 レー ト
の円高,加 えて原反の値上が りなどで,か な り苦 しい立場 におかれだ 】。一方
1)繊 維晶 海外販売委員会 の地方機構新設について。
2)シ … のメーカー 「蝶矢 〔現CH〔〕YA)」は1949AZ1月に東洋綿花(現.醐)と 提携 し,
英国経 由南ア フリカ方面へ の輸 出生産を したが,為 替 レー トが1ド ル420円か ら360円にな った































当時の輸出商社:大 建産業㈱ 南里貿易㈱ 神戸大洋商事 東洋綿花㈱ 野村貿易㈱
三信繊維貿易㈱ 丹波商会 兼松㈱ 江南㈱ 鐘淵商事㈱
当時の紡績:鐘紡 東洋紡
当時の合・繊メrカ ー=東 洋レーヨン 帝人
当時の輸出アパレルメーカー:多胡布帛㈲ ㈱青田勝洋洋行 西本布吊工業㈲ 大和
屋繊維工業㈱ 進布帛製品㈲ 日本布帛工業㈱ 糸岡㈱ 合資会社マルタ工
業所 昭光布帛工業㈱ 川上布帛㈱
日本アパレル産業における輸出マーケティング(1〕.(373)35
資金力 と規模 のあ る紡績会社 は利益 の追 求 と国内市場が急速 に飽和 状態 に
なった ために,輸 出 アパ レル メー カー に関心 を向け組織化 し,ア パ レルメー
カーの生産技術や知識 を向上す るととを援助 した,
この時 点か ら戦後の統制貿易 が終わ り,新 たな輸 出の段 階には入 ってい く。
　ゆ
1945年8月終戦 一1945年4月まで を第一.一段 階 とす る。戦 後,荒 廃 の中か らハ
ンカチー フ等単純 な製 品か ら製造 しは じめた。戦前 の輸 出 アパ レル産業 の輸
出 ノウハ ウをベースに,離 陸 し始め た。 マーケ ティング情報 と原材料等 はG
HQ及 び政府 によって コン トロー ルされ て.いたが,ア パ レルメー カー は輸 出
マー ケテ ィ ングの プ ロ ダク シ ョン ・アス ペ ク トに焦 点 を当 て たが ,メ ー
カー ・レベルの本格 的なマーケテ ィングは次の段階を持 たねばな らなか った。
(2)ター ゲ ット輸出市場の転換
戦後か ら1949年(昭和24年)8月 まで1日 本 アパ レル製品 のキ要輸 出国は,
ボ.ンド圏 の諸 国であ った。当時,日 本の円はポ ン ドに対 して為替 レー トが低
く.ポ ン ド圏市場で の 日本製品が安価であ った ため,ア パ レル製品の輸出 は,
急増 してい った。通常,日 本 は原材料 を ドルで購入 し,製 品をポ ンド諸 国の
開 発途上 国へ輸 出 していた。 アパ レル製 品の中で も既製服 につ い ては,質 的
な面で 日本は先進国に比 較 して低か ったので,.開発途上国へ輸出され た。
1949年8月まで,輸 出昂揚 ムー ドは高 まっていたけれ ども,同 年9月 の ポ ∫
ン ド切 り下 げ に端 を発 して,そ の後ポ ン ド圏27ケ国が英国 に追随 して通過切
り下げ を実施 した。 これ らの諸 国は 日本か らの輸 入 を制限 した。積 出不 能,
キ ャンセルの続 出で,ポ ン ド圏 を主 要志向地 とす る 日本の アパ レル製 品の輸
出 も大 きな打撃 を受 け,低 迷が続いた。
ユ950年(昭和25年)6月 に朝鮮 戦争が勃 発 した とき,日 本の アパ レル製 品
..メーカーは,綿 製品供給 による製 品 の売行 き不振 と,原 料割 当制のため極め
.て不利 な立場 に置かれ,業 界 は極 度 の不 況に直面 していた。 この戦争 は,日
本 に とつ℃ ゴールデ ンチ ャンスであ った。戦争 の勃 発 によ り,海 外 需要 は急
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激に増大 し,内 需,輸 出 とも一斉 に活況 を取 りもどす に至 った。 日本の この
輸 出 ターゲ ッ トの移行 を更 に促進 させた要 因を上 げる と,次 の4点 が指摘 で
きる。


















たった。従来,日 本の繊維産業の貿易構造は,ド ル圏諸国か ら諸原料を輸入
して製品化 し,ポ ンド圏市場へ輸出するという宿命的構造をもっていただけ
に,こ の制限処置は繊維産業(ア パ レル産業を含む)に とって,大 きな打撃





ア ンバ ランスが顕著 にあらわ れ,マ ーケ ッ トは不.振を極 め るよ うにな った。
アパ レル産業 にお いて も,統 制撤廃 以降に続出 した業者 の数 は,朝 鮮戦争 に
よって 更 に増 加 し,そ のための有効 需要の減少,マ ー ケ ッ トめ悪化な どに と.
もなう設備過剰がますます業界 の不況 を深 めた。
しか しこの年,米 国 向け に綿製 スポーツ シャツが初 めて24,230着の輸 出を
記録 した ことは,従 来 この種の アパ レル製品の輸 出が ほ とん どなか っただけ
に,当 時 業界 で は大 きな関心 を集 めた。 このスポ ーツ シャツの対米輸 吊は,
そ の後の対米 ブラウス ・ブームのさ きがけ となった。
同年 の輸 出入貿 易の不均 衡 によって外 貨収入の悪化 を招 いたた め,政 府 は
10月に デフ レ政策 を強行 した。 この影響は翌年 に入 り;売 掛金債権の 回収難,.
焦げ付 きの累増 な どか ら繊維商社の倒産が続出,上 半期 の件数 は実 に463件,
前年 同期 の4倍 とい う増 加 を示 した。一方.アパ レル製 品の輸 出関係で は,前
年 に引 き続 き米 国か ら綿 プラウ.ス,スポー ツシャツの引 き合 いが 月を追 って
増加 し,加 えて この ころか ら,カ ナダか ら同様 に発注が行われ るようにな り,
対 米,対 カナ ダ輸 出へ の期待 はい よい よ高 まった。
同年末には,1ケ 月で米国向けだけで合計100万ダース以上 の輸 出成約が記
録 され,こ こに対米 アパ レル製品輸 出は本格 的な軌道 に乗 り,こ れ まで低 開
発国向 けを主 としてい た 日本 アパ レル製 品は,米 国 ・カナダな ど先 進国向 け
輸出に依存する=貿 易構造へ の変革=へ の一大転機 を迎え るに至 った。
特 に米国市場 に 日本か らの輸出 を可能 に したの は,前 述 した ように,第 ゴ
次世界大戦後 の米国 は購 買力が高 く,世 界で 一番 安定 していた ことで ある。
米国 の購 買力 は巨大 な販売 力のあ るGMsに よるところで あ る。米 国 のGM
Sの歴史 は1930年か ら始 まる。当時のGMsの 代 表 としては シアーズ ・ロー
バ ック,」 ・C・ ペニーが あげ られ る。特 に シアーズ.・ローバ ックは,世 界
最大の通信販売店であ り1653の小売店舗(そ の うち約200が大規模百貨店)を
もち,ア パ レル製 品の売上 も巨大であ った。.その製品に対す る厳格 な商品管
理 をお こな つ.てい るこ と,熟 練 したバ イヤーの存在 が特 にアパ レル製品 の巨
?38(376).第157巻 第4号 ・
大 な売上 の要 因で ある。仕入事 務所 は米 国国 内(仕 入本部 はニ ュー ヨー クと
シカゴ)の みな らず ロン ドン,フ ロー レンス,フ ランクフル ト,ブ ラッセル,
ウィー ン,香 港,マ ドリッ ドの ほか,日 本の東京,大 阪,名 古 屋 に も買 い付
.け事務所 を もった。 日本か らの買い付 けが・一番 多かった。
の
米 国市場 に 日本の アパ レル製 品を輸入 した のが,米 国 アパ レルメ.一カーで
あ る。 米国.市場 には巨大な アパ レル製品の需要が存在 していた。供給 してい
たのは米国の アパ レル産業で ある。】949年当時,米 国 アパ レル産業 は40,000
件 の アパ レル工場 が存在 したけれ ども,日 本 と同時 に零細 企業で あった。 従
業員500人を越 える企業 は10%しが なか った。 日本に.買い付 けに きたMぐ)RK
EN,REGARL,MISSPAT,ELWAKER等 も規模 的 には零細
企業 と推測 され る。(したが ってこれ らの企業 の詳細 は不明であ る。)
次章 に米 国のGMsと アパ レルメーカ}が 日本 に買い付 け に来 た要 因(Σ
価格優位性)に ついて述べる。
III輸 出マーケテ ィング ・ミックス
q)製 品アイテム ・カテゴリーの拡大
1955年度 にお けるアパ レ.ル製 品輸 出は,対 米 ブラ.ウス,ス ポー ツシ ャツ類
の異常 な増加 を中心 として,全 品質 にわ た り激増 したため,1954年度の輸 出
総額14,977千ドル にたい し,43,368千ドルと約3倍 とい う驚 くべ き伸張 をみ
た。 同年度 の統 計で はまだ シャツ,ブ ラウス とを区別で きない けれ ど,こ の
米国 向け激 増 は当時 の業界 に一大 モ ンセー.ショナ ルを巻 き起 こした。前 述 し
た よ うに従 来 アパ レル製 品の中の衣服類 の輸 出先 と してはあ ま り重 要視 され.
なか った米国市場に,1953年,綿ブラウス5、318ダースの輸出 に成功,翌 年 に
は,.171,196ダースの輸出 をみ るに至 り,対 米輸 出ば本格的活況 を呈 し,月 を
遭 って伸張 した.(第2表,第3表)。
1955年度輸出 ブ ラウスの急増 は,輸 出 アパ レル製品の アイ.テム別構成構 造
を大 き く変化 させ た。 つま りハ ンカチーフ,ス カー フ,マ フラーの低技術 製
B本アパ レル産業 における輸出マー ケテ ィンダ(1>(377)39
第2表1955年 度 日米 ブ ラ 第3表1954年 ・55年対 比 綿 ブ ラ ウ ス輸 出検












































品(加 工技術 が簡単)か らブ ラウス,ワ イシャツの高技術 製品(加 工技術が複
雑)に 大幅に移行 した。戦前の1937年～39年では低技術 製品が総輸 出量 の60%
を超 えていたのに対 して,1955年には,高 次元加工製品が全体 の53賂に達 した。.
この意味 で もアパ レル産業 は,戦 後市場の喪失や国内の生産設備等 の破壊的 ダ
メrジ を克服 し,戦 前 の水準 を超えた と言え る。
ブラウスの輸 出急増 の要 因 として1953年に朝鮮 戦争 が終結 し米 国のアパレル
市場 が安定 し,ア パ レル製品 に対す る米国市場での需 要が増加 した社会的要因
もある。 更にマーケテ ィング ミックスの面か ら見る と,日 本が,米 国に対 して
価格優位性が あ り,生 産面での ネ ッ トワー クの進展 があったと考 えられ る。 こ
のマーケテ ィング要素 を次の 皿〔2},皿〔3〕で明 らかに したい。
ら第4表 主要アパレル製品輸出検査数量 ・金額の推移
数 量 金 額
1952年 1953年 1954年 1955年 11952年 1953年 1954年 ...1955年
ブ ラ ウ ス 5458 112,537, 612,2615,052,179 264321 1455791 997,2069,214,7ア3
ワ イ シ ャ ツ 98,033 118,863噛 374,715111360691 2675511 314,8631 866,0672497228,,
パ ン ツ 24,413 51175, 89,476 260,595 22,042, 61,870 47,000 333,458
ジ ャ ン パ ー 4224, 4,297 5,812 63,239 34,900 28,802 27,968 257,382
パ.ジ ャ マ 19,766 21,0311 17,126 74,203 121,660 ユ01,069 69、763… 249,426
ブ ラ ジ ャ ー 5,458 635221 99,610, 2ア1,202
、
5,953 64,861 102,315 249,006
婦人子供服 15,412 13117「 105969, 158,707 40153, 43,865 205927, 416,878
パ ジ ャ マ o 8189, 19,569, 26,474 0 83,702 154,796 189,374
高次元加工品
.計 172,764, 392,7311,324,5387,020,205518,69ユ 844,6112,471,04213,407,525
ス カ ー フ ユ40,485 1,533,4473,990,7304,505,929173220, 1,659,7903,602,2754,338,507
マ フ ラ ー 5,035,3183101431,コ 4,379,8024,597,2785,207,9842,887,9723,699,4123,764,133
ハ ンカ チ ー フ 8,511,9389,471,66613,819,81212,419,4001,838,6382,025,さ53 2,997,8722,641,298
寝 具 類 69,353 128,932 865,1781,122,724105956, 45,9呂7 688,028 793,418
低次元加工品
小計 ユ3,757,09414,235,47623,055,52222,645,3317,325,7987,463,913「 10,987,587ユユ,537,356
















戦後の.アパ レル産業 の輸 出アイテムは,1948年の段 階でのハ ンカチーフか ら
始 ま.りマ フラー,ス カー フが後 に続 き,前 章で述べたよ うに1954年,55年のブ
ラウスの急増が起 こった。マ.一ケテ ィング ・ミックスで の第一 の要素 は製品で.
あ る。製 品の品質が海外市場の消費者に受け入 れられることが必要条件であ る。
第二 の要素 は価格であ る。品質が同程 度であれば,消 費者 の購買意思決定は価
格 の低 い もの を選択す る。米国市場で は,ハ ンカチ ーフ,ブ ラウス等 の低価格
ゾー ンのアイテ ムについては米国 との差が なか ったので,価 格の低 い 日本 製品
を消費者 は選択 した。 これ らのアイテムの急増 の要因は,米 国製品よ り日本製
品の価格優 位性 があ ったからで ある。
この価格優位性 の源泉 は,日 本 の中小企業の低賃金に求め られ る。 日本が米
国に対 して価格優位 の要因は,労 務費であ る。裁 断人の労賃 は 日本 は米国の5・
分の1,縫 製者 の労賃 は7～8分 の1と い う低 賃金で あった(第5表)。
生地綿 布の価格で も日本 の方 がかな り低価格で あ る。 これ は(注),備 考 に
あるよ うに使用綿布の質量が異な るために大 きく出 てい る。.ヤー ド当た り.の単
価 は日本が米国 よ り約20%低いにす ぎない。岐阜県の高 山地区でのブ ラウス縫
製価格が,当 時 アパ レル メーカーの中心地であ った大 阪 よ り半値.に近か った。
綿布生地 もまた多 くは兵庫県 な どの零細機屋の下請賃織 生産による もの.であ る.
か ら,.この ブラウスの輸 出激増 の要 因は,日 本中小企 業の低賃金 に求め られ る。
そ して,こ のよ うな零細工場 にお ける低賃金を基礎 に しなが ら,紡 績会社,
商社 の段 階で は1953年～54年の二重 価格 におけ る生地綿布 の出血 ダンピングと
異 な って,こ の輸 出の場合は一応ベ イライ ンにのっていた。すなわち,紡 績で
は不況 による滞貨 による処分対 策の意味 もあ るけれ ども,綿 布に比べて縫製 し
アパ レル製品 に した場 合,ヤ ー ドあた り2～3¢ 割高 とな り,一 応採 算ベース
にの り商社 も1,5～4,0%のマージ ンがあ り,ア パ レル製品の低価格輸 出は 「問
屋制家内工業」 的な生 産形態で あ り,他 の輸出雑貨の中小 企業 と本質的に異 な.
らないQ
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第5表 日米 ブ ラ ウ ス ・コス ト比 較表
.ブ ロ ー ド3, ギ ン ガム4}
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フロー ト ・チ ャー ジ含 め て
22-23¢
計 9.47 4」0 ユ1.10 4.ユ0
ブ ロ ー ド ・ブ ラ ウス 〔CIF)$5,50


















輸出 アパ レルメー.カー (元 受)で は,下 請け生産を担 う零細[場 を,本 来利
潤 も許さぬ低 い下請 け工賃で ある上 に,と にか く一応 の採算 をたて るには,よ
り低.廉な労働力 を利用す ると共 に,生 産の クッションに役立 てた。受注量が増
加 した時で も,ア パ レルメーカーは一ト.請け業 者 に均等 に配分 し,商 社か ら原糸
を貰い受け指示 され たパ ターンに従い カ ットした。 しか し,自 社で生産す るこ
とで労務 費の増加 になる,縫 い糸やボ タンな どの工程 は下請 け業者 に委託 す る
な どの縫製費用 の統制,操 作す ることによ り人件 費の低水準 を長期 間維持 で き
た。 この統制が,競 争的製品 を生産を可能 とし,米 国市場への ブラウスや他 の
アパ レル製 品の輸出激増の基礎 にな った。
3)平 織で,.40Sかそれ より細い糸 を使 用.糸 本数が多 い光沢 のあ る織物で,シ ャツや ブラウス
向 けが中心D
4)平 織で,糸d&408が中心。.先染め の糸 の組み 合せで作 られ,格 子柄や ス トライ プ柄 の織物。
婦 人服,ド レスシャツ,テ イブルクロスに使用。
日本アパレル産業における輸出マーケティングα}1.(381>43
③ 生産ネッ.トワークの進化
日本 アパ レルメーカーが米国の メー カー に対 して享有 した比較優位 は日本の
特有 な生 産ネ ッ トワークによるものであ6た 。 世.界のアパ レル産業 と際立 って
違 う点 は,生 産,流 通,販 売の要に卸売業 も兼ね るアパ レルメ「 カー卸(一 般
的}ごは製造卸)が,位 置 している ことで ある。戦前 にはアパ レル メー カー卸 の
存在 は,.微々た るものであ ったが,戦 後,目 覚 ま しく成長 し,生 産 ネ ットワー.
クでの イニ シアティブを.獲得 し,新 しいシステムを構 築 していった。 このシス
テムが アパ レル輸出産業 を大 いに発展 させてい った。.
輸出 アパ レル メーカーはその下 に膨大な数の下請工場,家 庭 内職があ り,.し
たが って,輸 出アパ レル製品の生産 システ ムは,下 請,再 下請 の積み重ねであ
り,こ の上 に,生 地提 供の紡績 会社,輸 出商社,そ して米国輸入業者があ って,
大 きな ピラ ミッ ド状 の系列下請 け関係 が構成 され てい る(第2図)。
紡績 は鐘紡 を トップに大 日本紡,呉 羽紡,大 和紡,倉 敷紡,日 新 紡,東 洋紡,
富士紡,若 林製紙 龍田紡 な どで,こ の系列下 にあ るアパ レルメーカーは,こ
れ らの紡績会社か ら材料 の生地 の支給 を受 けた。その生産は兵庫県,愛 知県 な
第2図 輸出アパレルメーカーの下請構造
家 庭 内 職 家 庭 内 職














輸出商社 (売買契約〉 紡績会社 (委託加工契約) ア パ レ ル メ ー カ ー
輸出商社 (委託加工契約) ア パ レ ル メ ー カ ー
〔出所)押 川一郎1大 阪商.1経済研 究所,1956年よ り作成」





















㈲武藤産業,三 葉商事㈱,静 華繊維工業㈱,㈱ 鈴木静市,大 洋商会,.
㈱藤沢商店,㈱ コヤマ トレー,八 木商店,デ ィングカンバニー,横浜
室内布帛工芸㈱
宮木合名会社,㈱ トーヨーシャツ,宮田被服工場







㈱丸一糸岡商店,伊 藤衣料㈱,阪 急共栄物産㈱,大 建衣服㈱,船 本縫
工所,㈱ 浅利洋行,清 水工業㈱,森 ハンカチーフ
西山繊維工業㈱,竹 内布帛工業㈱,梁 瀬被服㈲,丸 久衣料㈱
備前商..!:㈱,荻野被服工場,吉 恵㈱,曽 我被服工場,幸 坂被服工場







内職 斡旋人 を経 由 し,家 庭 内職 に出す システ ムになってお り,こ のアパ レル
メーカーが,元 受 メー カーで ある。完成 された製品は,輸 出 アパ レル メーカー
によって包装,梱 包され,紡 績 会社指定の倉庫 に納入され,輸 出され る。輸出
取引 は輸出商社が行 うけれ ども,輸 出アパ レルメー カーか らの輸出取引 までの
流れは,紡 績会社 を経 由す る場合 ともう一つ は直接輸 出商社へ納入 され る場合
があ る(第3図)。
大阪における輸 出アパ レルメー カー(元 受)の 生産構造上の明 らかにす為た
め,抽 出された10工場 についての概 要 とその受注先 と下請 け工場先 を示す と第
6表 の通 りであ る。元受 メー カーは一応流れ作業がで きる最低の ミシン台数40
台前後以上 を持つ工場 であ る。従業員50入以上で この業.界では規模 の大 きいク
ラスであ ることが示されてい る。

















2 〃 250 95 47 100 呉 羽 紡1軒 一]00% 8軒80
3 〃. 198 78 71 100 〃 60%
4 〃 1,200 132 57 96 紡績2軒一60%輸出商2軒一40% 5軒
5 〃 200 224 359 100 日親等輸出商3軒一100% 3軒70%
6 〃 1,695 115 172 80 三菱 商事,兼 松2軒.一100% 6軒
7 ウ 1,050 93 43 80 伊 藤 忠,丸 紅2軒 一100% 5軒
8 有限 150 84 42 100 三菱商事,東 商2軒 一100% 13軒60%
9 株式 500 84 36 94 輸出商社4軒 一100% 3軒
10 〃 100 124 36 30 輸W-1015軒一....・65%外 国商 社7軒 一35% ナ シ
〔出所)日 本繊維製品組合資料
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踊 社耐 よりの委託加工かで劾,N・.・ ・の腸 のみは,自社生産で輸出.1
謝 欝 総 鷺犠 こ;〔:1:ご蕊 讐∵
(元受)の 系 列 下 に あ る 下 請 け 工 場 は ミ シ ン10台以 下 の 零 細.[場 が 多 く,従 っ..路
てその生産組織 は流 れ作業 を持た ない部分工程 のみで ある。工程の足 りない部
分 は,さ らに零細 な業者や家庭内職 に下請けに出す場合や,部 分工程のみを担
当 して,ア パ レルメーカー(元 受)が この下請 けの零細 レベルで特定の工程 を
こな したので,そ れ ぞれの業者はその部 門の専 門家 になって生産性が上が り,
コス トを低 くす るこ とがで きた。
この下請 け体制 は輸出 アパ レル メー カーの財務 内容 に も明 らか に影響を与え
た。つ ま り下請 けの工場や設備 を活用 してい るので,固 定比率(固 定資産÷ 自
己資本)と 固定資産構成 比率(固 定資産 ÷総 資産)が 極 め て低い。一方1ド
ル ・ブ ラウスによる事業の拡張 と下 請けへ前払い の為 に銀行や 中小企業金融公
庫 か ら借 入金がか な り多額 にな り負 債比率(総 負債 ÷自己資本)と 自己資本構
成 率(自 己資本 ÷総資本)が 小 さ く,他 人資 本構 成率(他 人資本 ÷総資本)が
かな り大 きくなっている。以上の ことが表6の 企業 の財務調査 によっ」(判明 し
ている。
当時輸 出向けブ ラウスの生産の輸 出 アパ レル メー カー工場の規模を従業員数
に よる規模別構成 を見る と,50人以下の工場が約58%,100人以 下は約85彫を
占めている。 このこ とか らも判 るように,大.多数 の輸 出アパ レルメーカーは小
規 模であ った(第7表)。
中小規模 の 日本の輸出 アパ レル メー カーが競争力 をつ けた原動力が,上 に述
べた生産ネ ッ トワークであ ると考 えられる。輸 出アパ レルメー カー にとっては,
この下請 け体制 は輸 出の変動等に よるリス クを回避す るク ッシ ョンにな った。
輸 出アパ レルメー カーは関東 グループ(埼 玉,栃 木,神 奈川,群 馬)と 愛知,
岐阜の 中部 グループ,大 阪を中心 とす る関西 グループ(京 都,兵 庫,滋 賀),
岡山を中心 とす る瀬戸内 グループ(広 島,香 川)に 集約される。
日本アパ レル産業にお ける輸出マーケテ ィング(1)
第7表 輸 出 向 ブ ラ ウス 縫 製エ 場 の規 模 別 構 成
工場数

















ユ951年に東 洋紡が技 術導 入 した 「サ ンフ ォライズ加主」 は,米 国 の クルー
エ ッ ト・ピボ デ ィ杜 によって発 明された,綿100%の生地 の防縮技術 で,東 洋
紡 は この技術導入で綿紡 と して初めて,ア パ レル業界へ の進出 した。関西では,
トミや河井(現 トミヤ),関東 では一之江産業(現 東洋 衣料)を 系列下 し製造
させた。
鐘紡 は,1952年末には東洋紡 と同様 に 「サ ンフォライズ加 工」.の技術導入で,
関西で は清水工業,大 建被服 を系列化 しアパ レル業界 に進出 した。
第6表 の10社の輸 出アパ レルメーカー うちNO.iは,鐘 紡 の系列 にあ り鐘紡
1社だ け.との取 引であ り,NO.2とNO.3は 呉 羽紡 だ けの取 引であ るけれ ど
も,他 の7社 は複数 の紡績 商社,外 国商社 との取 引である。上記の大多数の
代 表アパ レルメーカーは,複 数の紡績 商社,外 国商社 との取引 と推測 され る。
㈲ 輸出チ ャネルの推移
1954年,55年の アパ レル製 品全体 の仕 向地別輸 出状況 を見 ると,「1955年実
績 では,米 国向 けが第一位で66%と過 半数 を占め,ア フ リカ,カ ナ ダが これ に
続 いているが,1955年の米国 向け輸 出額 の対前年増加額 は,3,700万ドルに達
し.た。輸 出総額 の増加3,800万ドル はほ とん ど米 国向け輸 出の増加 による もの
で ある(第8表)。
ブラウス;シ ャツに限 ってみ る.と,日本の ブラウス,シ ャツ輸 出の90%以上




輸 出 額 .% 輸 出 額 %
米 国 15,981; 37.0 53,452 65.5
英 領 ア フ リカ 5,739 13.3 6,078 7.5
カ ナ ダ 1,844 4.3 5,454 6.7
ア フ リ カ 2,975 6.9 3,242 4.0
東 南 ア ジア 2,256 5.2 2,929 3.6
中 近 東 1,461 3.4 2,656 3.3.
沖 縄 ・香 港 1,983 4.6 .2,504 3.1
欧 州 1,875 4.3 2,333 2.9
中 南 米 7,188 1.7 1,721 2.1
オ セ ア ニ ア 704 16.6 1ユ27 1.4
そ の 他 201 0.5 342 0.z
(調 整 額) (+11003) 2.3 (一299> 0.4
合 計 43,201 100.O 81,549 100.0
〔出所)日 本輸出縫製品工業協同組合連合会資料
単 に価 格 だけで な く,日 本 の商社 が努力 によ って作 り.Lげた強い チ十ネル ・
ネ.ットワークの成果であ ると考 え られ る。第一段階で は輸出には政府の援助 が
.必 要で あったけれ ども,第 二段 階で民 間貿 易が始 まった ときか らは,商 社 の
チ ャネル努力が 目立 ってきた5)。日本 の商社 の戦 前か らの長い海外活動 と海外
市 場につ いての深 い知識が,こ の短 期間に強力 なチ ャネルを造 り得 る原動力 と
な ったD
日本の アパ レル製品が,ど のよ うなチ ャネルで 輸出され てい るか をブラウス,
シャツの輸出について第4図 でみ よ う。
米国の輸入元は,米 国側 アパ レルメーカーと輸入業社 の二者が見 られ るが巨
元来,米 国 にお けるアパ レル製品の輸.入は,米 国側輸 入商社 の行 うものであ っ
5)第 二茨世界大戦の財 閥解体 で大手商社 は,活 動が制限 させ られていた。制限が解かれ伊藤忠,
丸紅は1949年12月にアパ レル業界に進 出。 ±:菱商事 ば合併 に合併 をかさね1954年ア月に,三 井物
産 は1949年2月に復活 した。
?…
日本 アパ.レル産業における輸出 マ門ケティング ω(387)49


























(出所)輸 出向け巾小 工業叢 書縫製 第23号
た。米国の輸 入業者 のほ とんどは卸売業者を兼 ねていた。 その.E,米国 アパ レ
ル市場 は この輸.人業者 によって コン トロールされていた。 日本商社 は最初 に米
国の卸売業 者に 日本 のアパ レル製品 を紹介 したので いち早 く市場 に出回 った。
米国の輸 入業者 は 日本製品 の低価格 に目をつ け,こ れ を取 り扱 うことに よっ
て利益 を得 られるので,日 本製品を輸入す ることを決定 した。そ の後短期間で
米国の アパ レル市場 は日本か ら輸 入された低価格 のブラウスとシャツに独 占さ
れ るようになった。 米国で従来か ら低価格製品を製造 してい たメ」カーは 日本
製品 との価格競争 に敗れ経営困難 に陥 ったD
そ こで次 の米国アパ レルメーカーの戦略は低価格 アパ レル製品 は日本 を下請
けと して作 らせる ことに した。そ して,.ここ2,3年 の うちに米 国の比較的大
規模な メー カーが,.直接 日本 のアパ レルメー カーに買い付 け,自 社の チ ョップ
(ラベ ル)を 入れさせて,そ の製 品を米国内で売 り出す方式(OEM方 式)が
取 られた。.
ブラウス,シ ャツ.に関 して,そ の取扱量 は米国 アパ レル縫 製会社が大半 を占
め,1955年当時米国輸入商社 が発注す る量 は10%内外 に過 ぎない と推測 され る。
50(鎚)..第157巻 第4号
1
米国 アパ レル メ」 カーは,日 本 の輸 出商社 と契約 を締結 していた。 日本 商社 の
主要 な ものは東綿を筆 頭に,三 菱商事,南 興物産,口 綿実業,玉 露 産業,伊 藤
忠等であ る。先に述べたよ うに.こ れ らの商社 は紡績会社 と売買契約 を結ぶか,...:




相談 し,輸出手数料,そ の他の経費及び利益(平 均商社のグロスマージン3%
















日本商社は,輸 出チャネルでの価格決定権を持ち,チ ャネル ・リーダーの地
位を確保 していた。.
日.本アパ レル産茱 における輸出マーケテ ィング(1〕 〔389}51
IV日 米貿易摩擦の発生
前述 した ように,1948年以 来従来不 可能 とされていた米 国向けアパ レル製品
の輸出 に成功 し,そ の数量は毎年毎月増大 してい った。特 にブ ラウスを中心 と 「
す る輸 出の激増は.躍 輸 出の花形 として登場 した。「1ドル ・ブ ラウス」の名
の下に,米 国向け輸 出の桁外れの激増 は,1953年にはわずか5,318ダース が翌
年 には171,196ダー ス,55年には4,000,380ダースの数字が示す通 りである。
この プラウ不を中心 とする輸出 の激増が,米 国内の アパ レルメLカ ー を刺激
す るところ とな り,1955年秋 頃に 日本綿製 アパ レル製 品の輸入制限運動が米国
綿製 アパ レル メーカー協定及 び労働 組合 によって引 き起 二された。従 って,日
.本の関連業界及び通産省で は輸入制限機 運 を緩和す るため,自 主的 に輸出を制
限す ることを決定 し,こ こに素晴 ら しい好況 は早 くも一大障壁 に直面す ること
になった。
W(2)で述べ たよ うに,ア パ レル製品が中小企業や家内労働の低廉 な労賃を利
用 した手工業 的製 品であ り,.1953年～.55年の繁栄 は,中 小企業,家 内労働 が輸
出な くては成 り立た ない ような,経 済体制 を作 って しまったために,以 降の輸
出減退の傾 向によって,ア パ レル製 品業界 は大 きな危険 をはらんでいた。一 時
的な輸出好調が 日本経済内部に こうした矛盾 を蓄積 しつつあ った。
米国における 日本排 除の複雑 な事情 は次 の通 りであ ったり
(1)綿製 アパ レルメー カーの言 い分 は,大 手の アパ レル製品が,日 本製品を
取 り扱 い.しは じめ,自 社で のブ ラウス,シ ャツ生産を減少させ た場合,必
然 的に米国綿紡績 会社 の ブラウス綿布が売れ な くな る。
(2).アパ レルメー カーの労働者 の言い分 は,生 産減少に よ り仕事量が減 るこ
とによ 膀 労働者の生活,雇 用が脅か され る。また会社 との団体 協約規定
「会社 はアウ トサ イダー製 品を取 り扱わ ない」に違反する。
〔3)輸入商社 の言い分 は,従 来輸入商社が行 っていた 「ブラウス」 の輸入 を.
大手 アパ レルメーカーが独 占すれば,大 手 アパ レルメーカーの輸 入業.界で
尋.52〔390}..第157巻 第4号
の立場が強力 にな り,輸 入商社 の発言力が弱 くなる。それぞれの立場 か ら
日本製品の輸.人反対 の声 を上 げた。 さらに,ア パ レルメー カー間で も日本
製品 にその生産領域をおか され始 めた下級 ブ.ラウスメーカーが,高 級 ブラ
,ウスメ一 方ーの領域を浸食 し始 めたため,高 級品 の値下げ を余儀 な くされ,
マーケ ッ トの不安定化 をもた らした。
(4).米国政府の立場か らも大統領選挙 にか らんで,日 米間の輸 出入ギ ャップ
の政治的釈明及び綿花 業者の利 益を保護 しつつ,一 方 日本 との同盟関係 に
ひびを入れ させた くない との思惑が あ った。.日本製品排 斥の成立 を阻止 し
なが ら,他 方紡績業者,ア パ レルメ.一カーの反感 を避 けるため,日 本政府
に対 して 自主的制限処置を要求 した。
来 国内 における日本製品の輸入に よって..利益 を上 げる業者があ.り,かつ,
日本製品 の品質が向上 して,下 級 品 としては売れ行 きは悪 くないな ど,日 本製
品反対 の声ばか りで はない ことに注 目しなければならない。輸出製品 は,.OE
M方 式が あ り,商 社や輸入業者が,ほ とん どのマ.一ケテ ィング業務 を担当 した。
日本の輸 出アパ レルメーカーは輸出技術の重要性 を理解す るよ うにな り,輸 出.
を継続す るため.に代わ りの方策 を導入す ることを考 えは じめた。 この貿易摩擦
は,輸 出アパ レルメーカーにとって輸出マーケテ ィング技術 の導.入促 進 のた め
の転換 点であった。
日米 アパ レル業界 の極 めて複雑 な経済関係の矛盾点が,日 本 の輸 出自主制限
の形で,日 本 アパ レルメーカーや内職婦人 にシワよせ させ られ てい るこ とは,
事実であ り貿易摩擦 の基本 的な解決 の途 は,ま さ に双方の課題 であった。
日米貿易摩擦 の第一段階 は,こ の 「1ドル ・ブラウス」 が引 き金 とな り1955
年 に始 ま り,1962年の国際綿製 品貿易 長期取 り決め(LTA)に よって一応 の
終結をみる。.ヒ述 の経緯 は第...段階 の ユ.ラウン ド(1955年～1957年)の前 半で
あ..り,後半 と第二 ラウン ド(1959年一1962年)は次稿 に述べる。
本稿で分析 した1945年一55年の輸 出の.発展 は第5図 で示 したよ うに3段 階 に



















日本 アパ レル産業 における輸出マーケテ ィング(1)(391>53
各 段 階 の マ ー ケ テ ィ ン グ 活 動 の 詳 細 な 分 析 は,次 稿 の1956年一1965年 と併 せ
て 行 う こ と に す る 。
第5図 ユ945-55年の 輸 出 マ ー ケテ ィ ング の嘉 辰 段 階
段 階 概 要
1.貿 易 に よ る進 出
(1945-1949.4)
GHQと 日本政府による貿易
且.イ ン ポ ー タ ー ・プ ル
(1949.5-1953).
巨 大 な 米 国市 場 か ら の需 要 。 米 国 イ ンポ ー ター の
アパ レル メ ー カー に よ るOME方 式 。 米 国GMs
か ら買 い付 け 。
皿.エ ク ス ポ ー タ ー ・ プ ッ シ ュ
(1954-1955)
日本 商 社 の成 長 。 エ ク ス ポ ー ター と して 米 国11∫場
に 日本 の アパ レル製 品 を プ ッシ ュ して い く。
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